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第９回 北広島市行財政構造改革委員会会議録 

と き  平成１６年７月１２日（月）１５：００～ 

ところ  北広島市役所 本庁舎 ２階会議室  

 

 

出席者：横山委員長、小山委員、谷本委員、佐藤委員 

説明者：上野助役、市川企画財政部長、三上企画財政部理事、木下行革担当参事 

  ■市民参加・協働チーム：木村班長（まちづくり推進課長） 

              櫻井主査   

■財政健全化チーム：佐藤班長（介護保険課長） 

            田中課長、小島主査 

  ■担当：大石主査、徳村主査、中村主査、浜田主査、高橋主事 

傍聴者：１名 

 

《市民参加協働について事務局からの説明省略》 

 
委員長：札幌市は何かするのですかこれから。 
 
事務局：自治基本条例をつくろうとしているようです。 
 
委員長：それはニセコ型ですか。 
 
事務局：中身はわからないですけども自治基本条例ということで聞いています。 
 
委員長：やっぱりこういう委員会を作って。 
 
事務局：この間立ち上がっていました。 
 
委員長：そうですか。 
 
委員長：特に条例に盛り込むべき内容なんか何かございましたら。 
 
委 員：これは前回にお話しましたけど方向はこんなことでこれからみなさんで集まって

知恵出してつくろうというのはいいのですが、参考にしてます石狩だとか箕面だ

とかずっと見せてもらったのですが、石狩のような事務処理手続的なことまで条
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例の中に組み込んでしまうのはいかがかなという感じはします。これからみんな

で委員会をつくって決めるからどんな風になるかはわかりませんけども。条例で

すから基本的な事項だけ決めてあればいいのではないか。中身についてはそんな

印象です。この運用要綱なんかがつくられてくると思うんですよ。石狩なんかは

かなり細かいことを随分書いてますが、条例にあそこまで書き込んでしまうと、

条例は議会の議決が必要だから訂正するのも大変なんですね。やっぱりつくると

すれば基本理念、基本事項だけのほうがいいのかなと、そんな印象を持ちました。 
 
委員長：そうですね、箕面と西東京市に比べて確かにかなり細かいところまで石狩の場合

書いてますね。公聴会のことについても随分書かれてますね。 
 
委 員：後で変更するっていっても１年から２年で変えるわけにもいかないでしょうから。

今非常にスピードが早いから、もうちょっと弾力的に考えた方がいいのではない

か。 
 
委員長：石狩がなんでこんなに細かいとこまで決めたのでしょうね。 
 
事務局：考え方としては担当者の話では市民の方にも当然市民参加っていう意識付けをし

てもらうけれども、まず庁舎内・市行政サイドとして市民参加を根付かせたいと

いうことで、事細かに実践から入るという考え方なんだと思います。制度を決め

てその中で実践させることによって市民参加を根付かせようという考え方なんだ

と捉えます。だから少し細かいマニュアル的な感じといえばそうなのですが。 
 
委員長：どうなんですかね。市民参加条例だからやっぱり庁舎内の話じゃないですよね。 
 
事務局：石狩はそもそも名前が行政活動への市民参加というような表題で。 
 
委員長：そうか石狩市行政活動への市民参加の推進に関する条例というとやっぱり行政側

の市民参加の推進をはかるという感じなんですかね。 
 
事務局：これもいろいろ審議会の議論経過ではあったようですが、どうでも解釈できる形

よりは細かなことを打ち出したほうがいいのではないかと。 
 
委員長：それはおそらく私も個人的に言うと条例という形で特に庁舎内の問題に関して言

えば、別のやり方あると思うんですよ。やはり市民参加条例ですから、外に向け

て市民に向けてという意味合いの強い条例にしないといけないのではないかとい
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う感じがします。それと市民参加条例ですから、あんまり細々としたことを書く

のはどうかという感じはしますけど。 
 
事務局：石狩市は今議論の中にありますように市民参加の部分の権利規定ですね。それか

ら行政の義務規定ですね、参加させるということの。どちらかというと行政の職

員の意識の形成の部分に若干シフトしている傾向があります。ですから市民の参

加の権利規定というものが大体４割くらいで、職員の義務規定それが大体６割く

らいの条例のつくりになっているというのが、研修を受けたり、実際に読み込ん

でみてそういう印象を受けた条例です。ですから石狩市が狙っている部分がある

程度反映しているのかなという感じがします。これからうちの街がどういうスタ

ンスの市民参加をどう実現していくという部分での条例の使用方法というのか、

そういうことでは相当議論をした上で入り口を整理した上で入らないとならない

のかなという感じがします。 
 
委員長：市民参加条例という風に、出来るだけ簡素に書いて庁舎内内部規定みたいなもの

をつくるとかそういうやりかたもあると思う。そういう面で西東京市とはだいぶ

違うと考えたほうがいいのかな。それから箕面なんかは非常に簡単に書いていま

すね。前ＮＰＯの促進条例を道でつくったときに私委員長やったのですが、あれ

なんかも非常に簡潔に書いている。条例自体はね。あとは職員の意識改革の義務

規定っていうとちょっと別なのかな。ニセコもそんなに細々とは書いてないでし

ょう。 
 
事務局：石狩の場合は検討課題が行政活動への市民参加について備える条例と市民活動へ

の市民参加について定める条例。二つ足した形で共通したものを示す条例ってい

うのを概略的に一番入り口論でやったことなんですね。今回はその中の行政活動

への市民参加について定める条例を定めますと。その辺が成熟をつけ加えた次に、

市民活動への市民参加というステップを踏んで、それを総括する理念条例みたい

なものを作るという流れもプロセスのひとつです。この辺は入り口で少し整理し

ていきたい。 
 
委員長：そうでしょうね、実際におそらく策定委員会が出来たときにまず議論の前提とし

て整理した上でやらないと非常に混乱してしまうという感じがしますね。石狩型

もあるし箕面型もあると少し考えないと。 
 
委員長：確かに間違いなく市民のほうも成熟っていうのも必要ですし、職員の成熟ってい

うのももちろん必要なのですが。ただそれを条例としてどうするかはまた別の問
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題かなって感じはしますね。 
 
委員長：あとどうでしょうか。全体としてこの資料を見ながら。 
 
委 員：素朴にこう見てみるとたとえば８Ｐの９まで市民参加の方法とか対象となる市民

の事業の規定とか何か事業が規定される。事業を規定するってことがどこで線引

きするのかわからないのと、１１番でも市民参加事業の見直しと書いてあって必

要が生じたら見直すと、それはいいことなのですが、ただこういうふうに一回決

めたことをまた見直ししますといって半分の誓約がまたもどってきてやれとかま

た半分が戻ってきてやめてだとか、その都度見直しします見直ししますなんて言

っていると、精神はいいんだけどもちょっと綺麗事というか。その事業を規定す

るとか全体の精神はいいのですが、下手に書きこむと大変なことになるのじゃな

いかと。対象を規定するといったら、じゃあ市民があなたのいっていることは市

民参加の対象になってないから出て行ってくださいと、言えるのかどうかってい

う。あるいは見直しをどうするかって、その辺美しいんだけども現実になると、

かなり精神を訴えていかないと難しいのではないかなという感じはします。 
 
委員長：今の話で市民参加事業の見直しというのはたとえば総合計画みたいなものは実施

計画上で見直しするという、そういう話なんかを想定しているのですか。 
 
事務局：特に大きなことは政策の意思決定過程という部分が具体的にテーマになってきた

ときに、政策の意思決定過程に市民がどの時点でどこまで参加できるのかという

あたりは、相当実践的に色々フィードバックしながらやらないと私どもも見えな

い部分がありますね。行政サイドだけで言いますと、意志決定過程について、市

民は参加していただきたくないと、そのほうが簡単なんですね。ただ当然時代の

推移と共にできるだけオープンにしていくっていう方向性が行政に求められてい

ますので、ではどこまでであれば市民が意志決定過程に参加できるのだろうかと

いうことは、やはり実践で重ねていかないと今の時点で答えを出し切れる内容で

はないのかなという風に私は認識しています。 
 
委員長：西東京市の条例でいうと第３章でだいたい出していますよね。割とわかりやすい

感じがするのですが、市民参加事業条例制度の見直しのところで、政策形成過程

に市民参加手続きを実施したものについては見直し段階においての市民参加手続

きを実施し、その結果を公表するものとすると。一回市民参加手続きを実施した

ものに関してはまた見直しでもそれをやっていきますよというような内容ですよ

ね。これは非常にわかりやすいっていう感じがしますね。 
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委員長：こういうところをしっかり書いたほうがいいですよ。 
 
事務局：この市民参加条例見直しというのは第２章の第６条の部分で、西東京の謳ってい

る政策形成過程、そこに謳われているのは総合計画の策定ですとか憲章ですとか

宣言等です。そういうものを市民参加で決めた後にまた必要があれば見直ししま

しょうと、絶対じゃないとあえて言っていますけが、これは西東京市独自の規定

です。 
 
委員長：総合計画とかどこにあるのですか。西東京市の場合。 
 
事務局：西東京市は６条第２章に。 
 
委員長：結構色々ありますよね。総合計画だけじゃなくて個別行政分野における施策の基

本方針とか、全部入ってきますよ。 
 
委員長：石狩は同じ１１分の９（９P）。これは条例を変えようってことですか？ 
 
事務局：条例で定めた市民参加手続きを随時見直しましょうということです。 
 
委員長：なるほど、そうしたらいろんな事業についてどうこうという話ではないんだ。こ

ういうところは具体的にはしっかり西東京市のほうが書いている。石狩市はそう

いうことはあまり書いてないですね。 
 
委員長：石狩市はむしろ市長のほうが積極的ですか。 
 
事務局：市長の選挙公約です。 
 
委員長：箕面市はこういうのをつくって非常に簡潔に書いてますよね。それと別のものが

あるのですか。 
 
事務局：あります。具体的なパブリックコメント条例とか個別につくっています。作り方

としては条例の中に全部細かいことを規定し入れてしまうか、理念的なものを定

めて個別条例にするかとか、やり方は色々ありますね。 
 
委員長：全部個別条例にする必要はなくて、条例じゃなくてもいいですけどもね。 
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事務局：全部個別にしちゃうと煩雑になると思うし。パブリックコメント条例をつくって

もう一つ違うものつくっていくのか、一つの中で完結する考え方だと思う。 
 
委員長：原則だけを決めておくだけでいいのですけどもね市民参加条例は。あとは個別規

定にまかせるという手もあるんです。 
 
事務局：そうですね、ただ市民の方に条例を制定して見せたときに具体的な個別条例を見

せたほうがわかりやすいということも、違う条例をつくるとまたそっちを見せな

ければいけないってこともありますし。そのへんは本当に作るときの考え方だと

思います。ですから石狩の場合は具体的な、例えば総合計画作るとしたらこうい

った時期にこういう手続きをするんだというのが一本で読めるっていうがある。 
 
委員長：いずれにしてもその辺は新しくできた委員会で。 
 
事務局：これはあくまでも素案の素案なので。 
 
委員長：ただやっぱり総合的に非常に大きな条例なんですねこれは。あとは個別ですよ、

という風に考えた方がいいですかね。つまり各担当部署越えたものなわけですか

らね。庁舎内においてもそうですし、それから市民に向けていくわけですけど。

個々の条例になると担当部署によりますね。やっぱり大きい条例ですからそれは

それで一つあんまり書き込まないほうがいいかなという感じは私なんかはするん

ですけどね。 
 
委 員：ようするに行政事務手続きみたいなのはまた別途規則とか方法はあるので、条例

というものの重みというのからいくと、あまり細かく書き込んでしまうとちょっ

と大変かなという気はします。ただこれ色々なこといってもこれからこういうよ

うなものを作りますよということでね。作るときにまた一般市民の方公募したり

して議論するので、その方向がどうなるかによってはその方向に従わざるを得な

いですよね。そのための委員会をつくるわけですから、そこで意見がまとまれば

その方向で定めていくということになるので、作る方向はそれでいいのではない

でしょうか。あとは今いろんな思いついたこと言っても別にその委員会で決める

ことという感じですけどね。 
 
委員長：ただ言うべきことは言っておいた方が。 
 
委 員：条例っていうのは簡潔に基本理念を処理するのであって、細かなことまで書いて
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しまうとこれはちょっと大変かなという気はします。 
 
委員長：市民参加条例というのはなかなか変えちゃいけないものだと思うのですよ。他の

規則や条例と違って。ですからパブリックコメントだとかいろんなことについて

沢山書いておいて訂正とか出てくると思います。そういうときに他の規則だとか

個別条例を変えるというのは有り得たとしても、市民参加条例を２・３年で変え

てしまうというのはやっぱりいいことではないのではないかな。だからあんまり

細かいこと書いちゃうとやはり変えざるをえないところが出てくる可能性が高く

なるのですよね。 
 
事務局：先程の制度の改正の部分の石狩の解説によりますと、この条例の定める行政活動

に市民参加を推進するための制度というのはあらかじめ決まったものがないんだ

と。だから行政活動の中の市民参加を推進することによって色々変わるべきもの

だということで、制度の改変というのをあえて規定したという形になります。こ

こに書かれたものが完璧じゃないので、これから進む中で見直しは随時やりたい

ということの意思表示だということです。 
条例からすると普遍性を保てるというのはあります。このへんのポイントをどこ

まで置くかということですけど。 
 
委員長：普遍的な原理をおければ一番いいわけです。 
 
委 員：これからきちんと整理してからと言っているのでその整理によるのですが、おそ

らくいろんな行政以外の人がたくさん入ってくると大体石狩方式に流れていく傾

向が強いですよ。通常に言えばあれもこれもわからないからはっきりしろという

ことになるのですよ。それを全部押し込んでいくと大変かな。そうでなくてどう

いう風にするかきちっと整理をつけてこの委員会に臨んでいかないとややこしい

話になってくるだろうと思います。 
 
委員長：議事録の作成なんていうのも随分細かく書いている。中身まで書いてある。こう

いうものは全部議事録に載せなきゃいけないというふうに。 
 
委 員：条例を理念的なもの作りますよね、そして個別の条例とか規則で。それも基本的

には一緒に分けてでもいんでが、同時に作らないと機能はしないと思うのです。

条例としてはどこまでというのは佐藤さんの考えでいいと思いますが、それは同

時に考えられるのでしょうか。 
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委員長：決定がそうなれば当然そうなってくる。規則は後からやりますという話にはなら

ないので。 
 
委 員：そこのとこ全部決めてしまわないと機能はしなくなると思うのですが。どっちの

決め方になるかは委員会にお任せするとして、そこのとこがちょっと分からない。 
 
委員長：そこのところはできるだけ両方同じ時期に作らなきゃいけないということですね。

規則とか細則になってくるとしょっちゅう変えることは可能ですけどね。柔軟性

は非常に出てくると思います。 
 
委員長：あんまり柔軟性があって条例のほうが運用できなくなったらという問題もありま

すからね。 
 
事務局：まさに市民参加の推進というとパブリックコメントをつくって、この（市民参加）

条例作るときがその条例に規定しようとすることの手続きを踏んでいくというこ

とで、市役所の私どもも市民の方もお互いに勉強しながら、どういう形の市民参

加をつくっていくかという中では、モデルはいくつかありますけども、各市もい

きなりその水準に行っているわけでは無いのです。ですからここに至るまでに相

当議論がされていてその街にあった条例化をしているというのが現状だと思って

います。２年というのは非常に長い話なんですが、やはりそのぐらいの期間は最

大かかる可能性があるのではないかということで。条例を作るよりもそのプロセ

スの方を重用視しているものですから、今モデルで出した部分で必ずしも条例化

にはならないのかなということで。それはこの市民委員会・有識者のそういった

委員会の中での議論を少し待つという形になるのかなと。入り口のところで整理

をしながらやっていこうと。 
 
委 員：２年はかかるのですか。 
 
事務局：最大２年ということで想定しています。議論の部分で言いますと単なる審議会を

作るのか、市民委員会をつくって代表の方１０人くらいでこういう形式で始める

のか、たとえばもっとグループ分けをしてもっと公募をして何十人か来て頂いて、

フリーにお互いで話し合うところから始めようとするか、色々手法はあると思う

のですが、多くの市民の方が参加をする方式でいくとすれば一般的に役所が関わ

る部分については一年間ではまとまらないのかなと。たとえば主婦の方とかお仕

事持ってない方とかは別ですけども、夜とかそういう形でいろんな会議を開いて

いって丸２年かかるかどうかは別として、そのくらいの議論の経過は重要な意味
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合いを持つのではないかなという。 
 
委員長：公募の委員ももちろん必要なのですが、全部公募とかにするのではなくて、それ

とまた別にワークショップみたいなのをやるとかそういう風な仕組みのほうが大

事じゃないかな。全部公募でやる審議会を形成するとちょっとまとまらないので

はないかな。まとめる努力はもちろんされるのでしょうけれども、すごく多様な

意見が出過ぎると思う。それはワークショップみたいなところでやるとか、その

ほうが本当はいいんだと思いますけども。かといって公募委員がほとんどいない

と、これはまた問題ですけど。両面必要なんじゃないですかね。 
 
事務局：石狩市が平成１１年８月に田岡市長が誕生しまして、選挙公約で掲げて、８月か

ら方針決定したのですが、実際できあがったのが１４年の７月末で２年ちょっと

かかっている形になっています。旭川市が確か１年半もかかっていないので、旭

川の場合は前申し上げたのですが佐藤先生、委員長さんが一緒なものですから石

狩を叩き台としながら作った。 
 
委員長：ほとんど同じなのですか。石狩と旭川は。 
 
事務局：同じというかそれを叩き台にして作ったといっていますので、時間的には早い感

じがします。 
 
委員長：同じ性格をもっているわけだ。 
 
事務局：作るだけだと簡単にできるのですが、やっぱり２年ぐらいいるのかなと。 
 
委員長：石狩の場合はやっぱり市長がそういう方向で作りたかったということですかね。

庁舎内の意識改革とかを条例にしたいと。 
 
事務局：いろんな議論が経過した中で最終的に行政活動に絞った条例に 
 
委員長：市長自身はその辺はこだわってなかった。 
 
事務局：その辺りはわからないですね 
 
委員長：北広島市は入り口のところからちゃんと整理して、石狩の通りやる必要は全然な

い訳ですから。西東京とか箕面とかありますけども、いろんなものを参考にして
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独自のものを作ればいい。 
 
委 員：入り口で整理されるときには議会との関わりがきちんと整備されていたほうがい

いですよ。住民参加のいろいろなことやりますと、かなり議会の権限を侵す部分

に必ず入ってきますから。 
 
委員長：本当はうまく役割相乗効果をもつはずなのですが。お互いになかなかそういう風

に考えないもの。議会の方も侵害しているのではないか、市民の方も議会何を言

っているんだとなってしまうケースが多くて。本当はそこで役割相乗効果を発揮

するのが一番いいのです。 
 
委 員：見るとやっぱり言葉が非常に怖いなあと。７Ｐなのですけが、言葉の定義と書い

てあって、市民とは（子供・障害者・外国人・企業・学校を含むすべての生活者）

って書いてあって、私が障害者だったら、子供ならわかるけど何故私が障害者だ

けで書かれなきゃいけないのか、障害者は一般人と変わらないじゃないか、何故

障害者を子供と同等に書くのかという。言葉が非常に怖くなる。言葉の定義をし

たときに、何か一般の人と障害者は違っていて子供と外国人と同等に障害者が扱

われているようなそういう言葉が非常に怖いなと、文章読んでいると。 
 
委員長：北広島市に居住する者、並びに北広島市に働きに来ている者、北広島市にある企

業、学校すべてを含むとかにしたほうがいいのかな。 
 
委員長：もうちょっと子供・障害者とかって書いてあると障害者の人は非常に侵害されて

いるような、普通の生活者と違うのかという風に思ってしまうのではないかと。 
 
事務局：おっしゃるとおりです。子供に対するのは高齢者ですから、高齢者と書くならわ

かりますけども。ただ、今障害者にいろんな形の施策というのが重視されていま

すので、特別な意図は無いですから先生ご指摘の通りここは表現を変えた方がい

いと思います。 
 
委 員：２年にこだわるのですが、ものすごい乱暴な言い方なんですけど入り口を箕面市

型だとか石狩型だとか決めますよね。（２）にいろんな例ありますけどもある程度

それで走り出して書いていくというほうが早いと思うのですが。そういうのって

難しいですか。 
 
事務局：それはもう一つの方法だと思うんですよ。出来るならば今市民参加ということに
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対して市役所の中にいる職員も意識を変えなきゃいけない。私どもは仕事をして

いるわけで変えれとなれば当然変えることは職員研修という形で出来ると思いま

す。今度は逆に市民の方が今まで役所に要望する中で意見を言ってきた部分を自

ら意思形成過程の中で考えて結論の方法を出さなきゃいけないということの意識

になっていただく中では、まさに意志形成過程の中で市民の皆さんとワークショ

ップという形でこれからそういう自治のあり方にシフトするときにこういうふう

に参加する中で、そこで条例の本文の規定がどういう表現がいいかというよりも

その意識の切り替えに僕は時間かかるんじゃないかと思って、相当の時間がかか

って、同時にそのプロセスを市民に広報とかいろんな形で周知をする手続きも含

めるとやはり時間がかかる。答えだけを作るなら半年でつくれるかもしれないけ

ども、その辺のプロセスがこの条例については逆に重要なのかなと。逆に２年と

いうと短すぎるっていわれるかもわかりませんけども、そういうことで考えてお

かなければならない。 
 
委員長：そうですね、やっぱり市民意識が成熟していくってことは非常に大事なことだと

思います。この市民参加に関して言いますと、そういう面で市民参加条例を作る

２年なり３年なりのプロセスが大事なんだと思うのですね。僕このあいだ稚内の

市長と話していて、稚内の市長も私と同じような意見で市民の意識の成熟とかそ

ういうものが無いと駄目なんだと、やはり議論をしながらまとめていかないと。

稚内市はいつやるかわからないからね。僕はこの間の委員会でいったように、ニ

セコが作ったけども実際に町民の意識にどれくらいそれが入り込んでいるかとい

うと、組長主導でつくってマスコミに取り上げられて全国にも発信しているけど

も、ニセコの町民の意識がそういう風になっているかどうか。私はそうは思えな

いのですね。たまたま先につくってマスコミに全国紙から取り上げられたから有

名になっただけであって。そんなに私は高く評価してないというか、もっと他に

やっているところでたとえば豊中だとかね、ああいうところのほうが非常に丁寧

かつ慎重にやりながら市民意識が成熟しているという。そういうスタイルのほう

が望ましいのではないかと思うのですね。北広島市の場合はそういう風にいえば

２年間やるのは非常にいいことじゃないかなと思うのですよ。 
 
委 員：条例出来たときに市民参加があってそこでそういうのが醸成されるのかなと。 
 
委員長：それはもちろんあるでしょう、条例つくったことによるインパクトもあるけども

つくるまでの過程でそれはもう生まれてきますよ。 
 
委 員：市の職員の方はそれで生まれると思うのですが一般の市民の方は 
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委員長：全部がいっぺんにこうなる訳じゃなくてワークショップだとかいろんなものを積

み重ねていく中で芽生えだすとかそういうことだと思うんですよ。本当に作文作

るだけなら簡単な話ですよ。 
 
委 員：つくってその後に参加するってことですよね。どんどん。そういうことを繰り返

していくうちに出来てくるのだなと。 
 
委員長：条例作るそういう面でまさにつくった後のインパクトが大きいですよ。ただその

場合でも策定委員会をつくってワークショップもやりながらやる過程の２年間と

いうのも非常に大切だと思うのです。ただ条例つくるだけだったらいろんなとこ

から持ってきて書けばできちゃうけど簡単にいえば。 
 
委 員：つくる過程で市民参加をどういう形で持っていくかというのは難しいですね。た

しかに。 
 
委員長：一つの案としてワークショップがあるのではないか。 
 
委 員：参加する人は決まってきますよね。 
 
委員長：あとは説明会かな。町内会単位でね。 
 
委 員：結局町内会ですか 
 
委員長：必ず出てくる人というのはおっしゃるとおりで、その中のできるだけ多くの人が

出てきてほしいけども。最初から４割とか５割って話にはならないわけだから。 
 
委 員：制度をつくるってことにそんなに興味ある人はいないのじゃないかな。もっと身

近なことならどんどん参加するだろうけど。だからある程度早めに条例をつくっ

て興味あることにはどんどん参加してもらって調整した方がいいような。やると

したら２年というのは僕にしたら長いかなという。ある程度例があるならその中

からピックアップして、もちろんそこで全く議論しないでさっき言ったような石

狩市の真似するとかっていうのではなくて、多少市役所の職員の方で独自のもの

を考えていただいて始めた方がいいような気がするのですけど。やるのであれば。

制度つくるってことはそれなりの一定の知識のある人は興味あるかもしれないで

すけど、あんまり興味ないのではないかな。たまたま２年というのがちょっと長

いというか、プロセスとしてどうしても必要があればかまわないのですが。 
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事務局：正直言いまして市役所もそういうような形で意識を持っているかっていうと必ず

しも必要性は認識しながら、実際に自分の仕事のところでそういうような認識を

みんなが共通認識として持っているかというとそこまでは明確に言える段階では

ありません。たとえば実際に今都市計画のマスタープランを作るときにワークシ

ョップで募集をして多くの人が都市計画という分野のこれからのまちづくりの総

論的な部分に参加して頂いて、いろんな意見を交換しあったのも２年半くらいか

かっている。一つのマスタープランができあがるのに。ですからすでに市民参加

を取り入れるところは一部やっている。基本的にはこれからそういう方向ですべ

ての事業を全部ではあませんけども、重要な事業はそういう方向で行こうという

ことです。条例を検討しているわけですから。それに該当するだろう事業は当然

今の都市計画マスタープランと同じように、市民の意見を受け止めるという部分

の手続きが当然入ると思うのです。ですから、条例が出来ないと意見を聞かない

というのではなくて、条例は条例として基本理念の方向を市民と議論をして、各

論の部分についてもワークショップとかそういう公募型のいろんな形の中で事業

を進めていくっていう、実際には両輪で動いてくっていう形の中で進んでいくと

思うのですね。ですから条例本体を作るのに二年間かけてそれからじゃなくて、

同時に進むという中では必ずしも逆にいうと相乗効果が出ると言うか、そういう

形で進めることができないのかなというのが私の考えです。 
 
委 員：わかりました。そこはちょっと勘違いしていました。作るまで参加できないのか

という風に。 
 
委員長：南幌で総合計画作ったときもワークショップをやったり色々フォーラムをやった

りしたのですが、会議もそう年中できる訳でもないですね。やっぱり資料をつく

ったり役所の方がしますから。そうするとなんだかんだで２年ぐらいかかりまし

たね。一つの単位が２年かなっていう感じはするんですけども。 
 
委 員：こういう条例っていうのは今まであって当然だったんじゃないかという感があっ

て、今まで無かったのがむしろ驚きで、これから地方交付税がどんどんカットさ

れて厳しくなっていく中で、あって当然です。２年くらいだとすれすれぐらいで

しょ、地方交付税どんどんまたカットされて。 
 
委員長：ただ交付税もやっぱり都市単独分が非常に多かったのですが、一応今年度の場合

２年分くらい一挙にカットされましたよね。だから２００６年度までの経済財政

諮問会議の数値を見てると３年間でやるぶんの２年分を一気に今年やっちゃって

ます。 
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委員長：一応経済財政諮問会議は数字出してますから。２００６年度までの計画を。 
 
委 員：国立大学も毎年１％づつカットですから。 
 
委員長：これからまた参議院選挙終わったから総務省と財務省のバトルが始まりますよ。 
 
事務局：今年の交付税最終確定ではありませんけども７月の頭に交付税の計算がでます。

最終確定ではありませんが、国とほぼ同じくらいの６．２％くらいの前年比マイ

ナスですね。今財務省の動きとかみていますと今年は減らしすぎたから来年少し

多くしましょうという意志は、それは全く無いですね。結果的に選挙が終わって

全部終わってしまうとこれから後２ヶ月間くらいで具体的に出てきますし、三位

一体改革の３兆円の部分の話も出ますから、あれとセットでいくと結果的にそこ

の財源はいずれにしても減ってはいきますね。 
 
委員長：いやまだ都市単独だって減りますよ。 
 
委 員：その小さな予算の中でどうやってカットやるのか。やっぱり市民参加が２年間で

ちょうどいいくらいですかね。ちょうどお金が無くなって困ったというときに市

民参加で。そこは私の個人的な見解ですから。ただやっぱりお金が苦しくなった

ときに市民と知恵を搾っていかないと。 
 
委員長：相当のバトルが予想されますね。政治休戦でしたからね。今までの参議院選挙は。

総務省に親しいのが二人ほどいますが、これからだって話していましたね。やっ

ぱり懐に入れているのは財務省ですね。選挙結果はどういう風に反映するのでし

ょうかね。 
 
事務局：新聞に載っていましたけど、麻生大臣が僕はこういう風にがんばってきましたと

いうのが市町村に文書がきましたから。相当意識されている部分というのはあり

ますよね。 
 
委員長：よろしいですか市民参加の問題については。それではこの部分についてはこれで

終わりにしたいと思います。それでは２番目ですね、建設事業コストの縮減行動

計画策定についてということで、事務局の方ちょっとご説明頂きます。 
 
《建設事業コスト縮減について事務局から説明》 
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委員長：建設事業コストの縮減行動計画ということでかなり幅広い観点から縮減が提言さ

れ具体的に縮減推進本部の設置というようなことが出ていますが。まず今のご報

告に対して質問ございますか。 
 
委員長：先進地の計画っていうのは具体的に何かあるのですか。 
 
事務局：国のほうから行動計画とさらに新行動計画、その他行動プログラムというのがで

ていまして。 
 
委員長：国土交通省ですか。 
 
事務局：プログラムについては各省庁連絡会議です。 
 
事務局：早いところでは、平成１０年代の初めから行動計画というのが都道府県、それか

ら市町村で大都市がほとんどですが、そういうところで作られています。 
 
委員長：これ行動計画っていつからなのですか。 
 
事務局：平成９年４月に関係閣僚会議で行動指針を決定し、その行動指針を踏まえて公共

工事担当省庁１２省庁は行動計画を策定、同日付ですね。 
 
委員長：平成９年。新行動計画は。 
 
事務局：平成１２年９月です。行動指針も新というものが考えられておりまして、これを

踏まえて同じように関係省庁１６省庁が、新行動計画を策定しています。 
 
委員長：今度そこら辺の資料何か出していただけますか。それで具体的に先進地というか、

もう行動計画とか作ったところはどこですか。 
 
事務局：インターネット等では、ほとんどの県都道府県、北海道等でつくっています。 
 
委員長：政令市ですか。 
 
事務局：政令指定都市ももちろんつくっています。 
 
委員長：政令市じゃなくて一般的な市町村も作っていますか。 
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事務局：例えば私たちが見た中では岡山市とか藤沢市とか。 
 
委員長：北海道はどうですか。 
 
事務局：北海道では、旭川市。 
 
委員長：旭川市がつくっているんですか。その辺はデータを次回に出していただければ。 
 
委員長：つまり先進地の計画を参考にして本市に適した内容で検討していくっていう先進

地の計画を一度見たいなと思うのですね。それと国のほうがもう平成９年ですか

ら、１９９７年にも行動指針をつくっているってことですよね。ですからそのへ

んも含めて資料出していただきたい。 
 
委 員：コスト縮減するのですが、８Ｐに対象とありますね。建設業、工事と委託業務こ

れを対象にしますよっていう。これのトータルはどのくらいなのですか。 
ちなみにこれは建設部管轄ですか。 

 
委 員：前にもらった決算書見ているとね、建設事業がおよそ５０億ですね。 
 
事務局：建設工事費としての年間発注額です。平成１３年度で３６億です。１４年度では

２３億、１５年度では約２１億。 
 
事務局：それは国の補助事業も単独事業も含めて。補助事業も半分ぐらいです。 
 
委員長：これ事業費ベースで出している数字でしょ。市の負担額は。 
 
事務局：発注ベースです。 
 
委 員：およそ３０億として、一般財源で１０億。 
 
事務局：細かいデータは持ってきていませんけども。 
 
委 員：１０％で１億ですか。そんなになるわけがない。１％といったら１０００万です

か。大体額的にはそれくらいの想定ですか、これをやって生まれる額的効果って

いうのは。 
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事務局：まずこれに委託業務がはいっていますから。それは全部単独費の一般財源扱いで

すから。それと補助というのも少なくなってきています。起債の充当というのも

少なくなってきていますから、ちょっと直感的で申し訳ないですけども３分の２

くらいは維持管理費いれるとなってくるのかな。この部会で作って頂いた中で、

直接的に減る部分というとやっぱり１％か２％とかの、最大いったとしてもそう

いう削減だろうと思うのですが。今更の感があるかもしれませんが、いわゆる経

済設計をするということを徹底して議論をするというシステムに切り替えるとい

うことですね。今までの従来型の一般的にやる部分、例えば建物を作るのだとす

れば標準設計があっていろいろ検討しているのですが。本当にライフサイクルコ

ストを含めて、この際これもつくってしまえみたいなものを全部落としていくと

なると、効果というのは、事業費ベースが圧縮される効果も出てくるのかなとい

う形で考えています。ですからここに書いてあります施策番号１から３０数番ま

であるのは今までの建設工事の発注方式という部分を構想段階から変えていこう

という動きがあるものですから。ただちに実行でなんぼとでてくるのは難しいか

もしれません。その辺で行くとかなり違うのではないかと。幼稚な表現ですけど

も自らの資金で建てるとした場合どうなのだという視点を、設計者の段階とかそ

ういう部分に織り込むということが、本当に織り込まれて効果が出るとなると数

値では言えないような部分が出てくるかなと。 
 
委 員：時間的コストや長期的コストのことも言っていますけどもそういう職員の意識改

革に主眼を置くんだったらそれはそれでいいんですけども。金銭的コストからい

くとそれほどメリットは出てこないかなという感じはする。 
 
事務局：ただ仮に３％でると１億。 
 
委員長：３０億で３％なら９０００万 
 
事務局：ただ一般財源の上とか数千万の部分は目標として金額の計算はしてないですけど

も、なんとかいろんなやり方や視点を変えることでやっぱり目標持っていかなき

ゃならないなということはあります。 
 
委 員：そういう考え方で役所がいろんな設計積算するということでいいと思うのです単

純に。だって国の補助や、起債対象にならない事業がたくさん出てきますよ。わ

かりやすく言うと国は４ｍの道路つくっているけど北広で３ｍの道路でいいとい

ったってそうはならないです。 
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事務局：補助の対象の部分では一定の制約がありますが、たとえば建物だとか学校を建て

るとか、そういうのは同じ補助事業になりますから、そういった部分にはどこま

での学校を建てるだとかいきますと、学校の基準面積で付加の部分をどうするか

だとかいろんなことを考えることによって効率的な設計だとか、そういうことっ

て可能だと思うのですね。そういうことの事案を明確に示しながらその事案に向

かって行動をとっていくという形の方向で考えていることです。例えば単費の部

分１０００万は、かなり大きな金額ではあります。 
 
事務局：これも今まで一つもしてなくてこれからしたいということでは無くて、今までも

そういった部分取り入れている部分ありまして、たとえば委託関係になりますと

委託のお金だけ変えるのではなくて委託の質を変えようと、たとえば道路とか公

園の管理の水準を変えようという形の中でいろんな見直しだとかはすでにしてま

して、そういったことも含めて一つの指針を作ろうという形でありますのでそれ

も合わせてご理解頂きたい。 
 
委 員：歯止め効果はあるのでしょうが、作っておくことは大事ですよね。 
 
委員長：つくっていくというか職員の意識改革の部分だと思いますけどね 
 
委 員：なんか本質的な問題じゃないような日本の公共事業の根本的な問題では。一応表

面的にはきれいにまとまっている。 
 
委 員：建設っていうのは地域の産業の振興ですか、あまりコストの削減っていって地域

の産業施策とか雇用政策を無視してカットカットっていうのも寂しいというか、

地域の産業振興の妨げになるから、幅を持ってある程度もうちょっと幅をもって

トータルな意味での削減を考えていくという。これは非常にきれいだけど現実に

あまりカットカットと言って地域の振興とかいろんなところがありますよね、現

実問題にしたら雇用対策とか地域の産業の育成とか。そうするとあんまりカット

といって地域の経済をマイナスにしたらいけないというか、そこのところに縮減

行動計画っていうとなんか寂しい。人によっては喜ぶかもしれないけど経済の活

力って意味では。 
 
委員長：ただこの場合に言っているコスト縮減っていうのはもう少し狭い意味で、事業を

大幅にやめるとか、工事単価をえらく下げたとかってなると問題だけど。そうい

うこととはちょっと違います。 
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委 員：見当違いのことはわかっているのですが、あまりにも綺麗な考え方聞くと、先ほ

ど委員が言われたようにどれくらいの効果があるのかということにちょっと。 
 
委員長：自己資金でたとえば住宅を建てるだとかね、住宅ローンとかやるのでしょうけど

そういう場合は相当精査して建てますね。こんなところにお金はいらないだとか

こんな台所角にしたら困るだとか色々あるじゃないですか。それと同じような感

覚を職員が出来るだけ持つようにするということなのだと思います。やっぱり他

人のお金だからまあいいだろうとやってしまったのって多かったんじゃないです

か今まで。そういう面で我々に家を建てるのと同じような感覚をもって欲しいと

いうことでしょうね。 
 
委 員：公共事業というのは無駄な部分も無いわけじゃないですから、これで結構だと思

いますよ。ただまた別の側面で、公共事業には自分の家を建てるのと同じ感覚じ

ゃなくて、自分の家はこじんまりでいいと思うけども、新しい技術だとかそうい

うやつは自分の家ではできないからこういう公的なところで開発実証していくと

いう側面もあるのね。こういう芽をつみとってしまうと本当にこじんまりとした

全然発展性のないものになってしまうので。そこのところはちょっと配慮が必要

かなと思いますね。そのような見方によっては無駄とかね、贅沢に見えるけども

そうではない側面もあるという。 
 
委員長：むしろ逆にこのことによってたとえば１１Ｐの施策番号の４なんていうのは、新

技術の活用によってコスト削減だとかそういいことは起こってきます。 
 
委 員：おこればいいけど民間がそういう技術を開発したならばですよ。財政が削減され

たから開発されるのでなくて、開発されたからそれを利用して。 
 
事務局：要するに今いろんな開発だとか特に大きなところは国のいろんな事業だとかそう

いったかたちでいろんな技術を試して実際に評価をしているのもありますから、

従来型の設計思想に捕らわれず、新しい発想もいれるべきじゃないかなというこ

とで。仰るとおりそういった配慮も当然必要だろうと。北広島の規模というのが

一番中途半端な規模で、公共事業のレベルについても。特に自治体はどこでもそ

うですけども、私どものクラスの自治体はシェアがそうだとか、事業費がそうだ

とか、そういうことを平準化するのは不可能な自治体なのですね。都道府県にな

りますと一定の何千億円という公共事業を、どうゆう事業のやりくりでやってい

くかって話ですけども。たとえば北広島が今年平成１６年度に学校をやりますと

なりますと、建設事業は前年比３０％アップするとかそういう部分がでてきて、
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無いときには５０％減っていうそういう凸凹がある中では、もちろん雇用とか地

域の活性化ということは配慮はされている部分ですけども。事業のボリュームで

実体的には私たちは無視出来ませんけども、平準化っていうのはなかなか難しい

ということです。 
 
委員長：どうしても建設土木事業の成果というとね、学校を作りましたとか特別にその時々

のニーズでやりますからね。ですから凸凹がでてこざるをえないですよね。 
 
委員長：普通建設事業費ってどのくらいでしたか。 
 
委 員：１３年度の決算で普通建設事業のトータル５０億、一般財源で１４億。 
 
委員長：総予算でどのくらいですか。 
 
事務局：去年の予算額が１８０億で今年が１８８億ですから、予算規模落ちている部分と

いうのは人件費も落ちていますけども、建設事業の方で落ちていますんで、もと

もと用地取得の償還費だとか全部入っていますから、そういうのが終わるといわ

ゆる発注額というのが、ここにストレートに該当するのは発注額というほうが該

当する部分なのかなということです。 
 
委員長：ライフサイクルコストというのは最近言われ出したのですか。 
 
事務局：出てきたというか私が目にしたのは国からの書類といいますか、そういった行動

計画のたぐいの素案だとかそういう段階で目にしたのが最初なんじゃないかと思

うのですが。建設から開発までの将来の運営費も含めてという意味です。 
 
事務局：そこが問題ですよね、要するに予算編成方針にライフサイクルコストを意識して

事業を考えてくださいという部分はもう何年か前から入っている部分があって、

ずっと言っているかどうかは別として、ライフサイクルコスト・ランニングコス

トを含めて解体費も含めて、ライフサイクルコストっていうのはどうあるべきか

という部分、根本的に考えなきゃいけない時代でないのかということで、国のお

っしゃっているのと同時に市においても、そういった部分について出してはいま

す。ただ具体的に何をどうするんだっていう部分の指針はこれからつくっていこ

うということですけども。 
 
委 員：全国の流れと北広島のものとどこに違いがあるのかというか何かおおきな違いが
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あるのかというところが素朴な疑問です。売り物みたいなあるいは全国の中にう

まくまとめたというかその辺あれば。 
 
事務局：基本的には国も都道府県もそうなんですけど、公共工事のコスト縮減ということ

は、職員は取り組み始めていますので、職員の意識改革という部分がほとんどな

んです。あえて今回われわれはこういう作るチャンスがあって、統一した基準と

かマニュアルの中で職員が一方向を向く、そういう部分で職員の意識改革という

部分でわざわざ一項目ありまして、他の部分については具体的な措置等々含めて、

施策的なものはほとんどどの先進地も同じ内容になっています。施策数について

はまちまちでありますけども。 
 
委員長：設置要綱はやっぱり何かモデルがありました。 
 
事務局：前に出しましたが藤沢市で細かく要綱までできまして、それを参考にさせていた

だいて。財政規模は全然違いますけども我々の組織と勘案しまして少しコンパク

トに。 
 
事務局：うちの街の特徴として細かい点なんですけども、７Ｐ職員の意識改革のところの

一番下の（６）なんですけども、こういったことはうちで独自に付け加えたもの

です。それですとか１１Ｐの施策番号２番、この文章の中に「また、民間工事実

績を調査して市場価格との比較に補正を検討する」とありますけど、この部分を

うちで独自に入れた２点です。 
 
委員長：あとは一般的に今やられていると。 
 
事務局：そうですね、あとは分野と項目を少し削っている部分ですね。 
 
委員長：この辺、石狩だとか恵庭はまだつくってないの。設置要綱とか。全道的にどのく

らいまでできているのかその辺もちょっと調べておいて下さい。 
 
委 員：今言われた１１Ｐの民間工事実績を調査し積算価格と市場価格の比較により積算

価格の補正を行うことを検討するってありますけど、この場合どういうことが起

きるのかってことなんですけど。例えばマーケットで非常に安くできたというと

きに例えば地方債の起債事業だった場合に、工事費の何割かがカットされて地方

債発行額が下がるんです。つまり実際地方債の起債っていうのは何かっていうと

工事費だとすれば何割、例えば工事費の５０％が起債対象だとすると工事を積算
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したら非常に安く出来るところが多かったと。そうしたら起債できる金額ないし

国から国庫負担でくる金額も下がっちゃうんです。そうすると一応市の財政を運

営するとかそういうこと考えた場合には、大幅に下がった場合に国の国庫負担も

下がってしまって起債も下がってしまうと北広島市は困ってしまうそういう変な

可能性がありやしないかと、そんなのはもう関係ないとか言われそうですけど。 
 
委員長：価格は下がるからね。 
 
委 員：例えば価格が下がった、起債も下がった国庫も下がったとなるとそのおかげでか

えって予定外の、定価でやったほうが楽で、補正してやったおかげでかえって国

から来るお金が減って逆に苦労することにならないかなと、早い話あまり綺麗な

話で行くと逆にあとで自分の足引っ張らないかと。 
 
委員長：でも補助率が一緒で起債充当率が一緒だと自己負担額は減るんだよね。 
 
事務局：実際に国の補助金については会計検査員が入りますから、一定のちゃんとした見

解を持たない限り、何をつくるかって意志は市が持ってる訳ですから、その意志

によって縮小できる部分と、いわゆる設計の単価を見直すっていう部分があるん

ですよ。単価はかなりの部分でいわゆる分掛かりっていうのも含めて、国の方に

北広島市独自の論理を説得できるまでの素材をつくれるかっていうと必ずしもそ

うではないってことがあります。そうであれば設計のボリュームの内容の話にな

りますといわゆるあれも入れ、これも入れしていたら１０億かかったと、でもあ

れは特別無くてもいいじゃないか、これもいいじゃないか、もっと効率的にやっ

たほうがいいじゃないかって８億であれば、補助金も減るし起債も減るけども一

般財源も減るという形になっていますね。 
 
事務局：普通建設事業、平成１５年度の決算では１５億８４００万円。１３年度はさきほ

どの発注ベースとはだいぶ違いますからそれは通常の委託とか入っているので、

ちなみに１５億の中に補助事業もありますけども、起債も全部引いて一般財源９

億３千万です。ですから単独費もありますけども補助事業も起債も引いてもその

くらいです。 
 
委 員：さっき気になったのですけども今言われた７Ｐの部分の６番で、意識改革の中で

具体方策として位置づけますっていっているのだけども、この６番がどの辺に位

置づけされているの。積算内訳表を作成して公開すれば職員の意識改革になる風

に判読できるけどもそうではない深い意味があるの。 
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事務局：こういった公表をされるという部分で積算している担当者、部署がこれらのこと

に責任もってやっていますよと、自信を持って見てくださいと設計積算していく

というような意識付けになるのではないかというような視点です。 
 
事務局：意識改革のところに入れるのかどうなのかっていうのはあるんですが、情報の開

示っていう部分になりますけども、ようするに今までは、ラインの部長までの決

裁で終わって、中のその辺の部分の詳細はあくまでも内部文書だったんですが。

今度は市民に公開をされると専門家の方も見ますから、当然いろんな設計の考え

方だとか積算の考え方って言うのはより慎重に言い方変ですけどもそういったこ

とに繋がっていくのではないのかという中では、この項目に入れています。意図

はそうですけども情報の開示の方にいれるのが妥当かもわからないですね。 
 
委員長：先程の北広島市独自に入れたってことで１６Ｐの施策番号２なのですが、民間工

事実績を調査して積算価格と市場価格の比較をするっていうのはおそらく事業に

よってできるものとできないものがありますよ。 
 
事務局：私は専門家ではありませんけども道路なんていうは難しいかと。 
 
委員長：建設物はどうだろう学校なんかで比較できるのですか。ひとつひとつ建築物を見

ていくとどうなのかなというのがうかんでくるのですが、民間工事実績を比較す

るのでしょ調査して、学校だとか温水プールなんかができるかな。温水プールは

民間でもやっているのがあるから。 
 
事務局：おっしゃられたようなのと、我々地域の住民集会場なども市で建築したりしてい

ますので、そういったものは人の住宅に対するものがあります。そういうところ

の比較です。 
 
委員長：とくに想定したのは集会所みたいなものですか。そんなに数がないと考えたほう

がいいのかな。さっきの７Ｐの６番と関わっているのですね。 
 
事務局：実態は３０００万から５０００万クラスの単独事業で集会場を作るだとか学童ク

ラブだとかそういうようなオーダーは年にいくつかありますから、そういうのは

できるんでしょうけど、ただ通常のテナントビルと学校とを対比してもちょっと

違うのかなって部分がありますんで。これもただちに民のベースにあわせるとい

うことではなくて、比較検討をするのがまず必要じゃないかと。何が違うんだと

そのへんをおさえることでその結果が行政のいろんな形の発注に生かせることが
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あるのかないのか整理していいのではないのかってところでスタートしているん

です。 
 
委 員：あって当たり前のような気もしますけどね。 
 
事務局：実際当たり前の話なんです。 
 
委 員：８Ｐ目に行動計画の対象は用地取得に関わるコストは対象としないとあるんです

けども、財政やっていると国庫支出金のところから見ると用地取得はほとんど国

庫負担の対象で、用地取得に関しては何の事業に使うかってのもありますけど、

たとえば義務教育の校舎を作るだとか重要なところだと用地取得はほとんど国庫

負担の対象になりますよね。そういう部分もある程度イメージしてなんですか。

そういうことと関係なく用地取得は入れないと、建設物に限るから用地取得は入

れない。あるいは用地取得というと非常に公共的なものだったら国庫負担の対象

になっちゃうし、地方公共団体の心配する問題ではないので外しちゃうのか、そ

のへん用地取得はいれないっていう意味は。 
 
事務局：用地取得は地価が公示されていて実際の売買実例を含めて用地の現状も含めて評

価をして取得をしているという面で、土地の所有者との交渉がいろいろあります

けども、そういう評価という視点で元々用地の分の取り扱いは整理されています

から、公共事業の縮減計画の中で一定の目標を設定するにしてもそういう別な角

度で定められているものについては除きましょうという単純にそういう話です。 
 
委員長：学校の建設用地っていうのは国庫負担どれくらい出るんですか。 
 
事務局：今学校は出ないです。 
 
委員長：地方債の起債なんですかほとんど。国庫負担と地方債の組み合わせだと思うんで

すけども。 
 
委員長：起債で用地取得は出ないでしょ。 
 
事務局：学校の部分は出ませんね。 
 
委員長：今用地取得で出るっていったら何あります。 
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事務局：ゴミも出ませんから、道路と公園の公地取得は補助と起債の対象にはなっていま

す。 
 
委員長：学校はいつごろ出なくなったんですか。 
 
事務局：先般うちが取得したものは該当にならないということです。 
 
事務局：実態は用地については先方さんとの交渉事っていう部分もありますから、今は交

渉が合致しなければ基本的に取得できないという風になっていますから。 
 
委員長：設計の初期段階というのはこれから組織的に対応するということでしたけども今

までというのはどんな感じでやっていたんですか。非常に一部の担当者のレベル

で設計したの。 
 
事務局：従来までもそういったことはやっています。事業担当と工事を担当する部分と施

策を担当するところで議論をしあってやっています。ただ、そのときにコストと

いう意識だとかそういうことの視点で、つっこんでやっているだろうかという部

分になると、必ずしも施策としてその施設を希望するところの内容の話ではつっ

こんで行きますけども、そこまではいかないじゃないかと。今度はそういったイ

ニシャルコストもライフサイクルコストも含めて議論をするそういうような会議

の持ち方として整理をさせていくっていう形のことも考えている。 
 
委 員：当然やることはすごくいいことなんですけど。例えば北広島市の身の丈にあった

ものにしたいと、学校にしても道路にしても河川にしても。その場合に国の補助

基準であるとか、起債の許可基準があるとするとはずれてしまう、そういう場合

どんな風にやるのですか。全部単費でやるってことですか。 
 
事務局：実態としては設計だとか、たとえば学校を作るにしてもいろんな施設基準ありま

すからその範囲内だと思いますね。その中でやれる工夫はどうなのかってことで。

国土交通省と文部科学省の意図と違うことを北広島がオリジナルで何かの体形を

つくってそれを出来るというところまでは無理だろうというのも実態だろうと。 
 
委員長：おそらく特別養護老人ホームなんかは補助金出てるんですけども、ようするに高

齢者ひとりあたりの居住面積っていうのがあってそれよりももっと広い居住面積

にすればその分はでないですよね。やっぱり補助の対象となる居住面積の部分は

でるけども。個室で奈井江町が作ったときなんか広い廊下を造りますよね、そう
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するとその廊下の部分は出ないとか。そういう感じで補助対象の部分だけしか出

ない、全くゼロになるわけじゃないですよ。ただすごく少なくなりますねそうす

ると補助の率。 
 
事務局：今の国の流れはいわゆる奨励的補助金、全部税源移譲になる項目になっているん

ですよね。３兆円の中に義務的補助金は国庫負担のままで行くけどもたとえば施

設建設だとかっていう奨励的に国がやる部分については、税源移譲の対象になる

という形に今のところは地方側がいっている部分のメニューにありますから。そ

うなってくると自まかないの予算でやるとなると国の補助事業もなんも受けない

と、地方債借りても結局借金だという形になりますと、やっぱりそういうオリジ

ナリティを出せるところと出せないところがだいぶ違うと思うんですよね。まだ

その段階までいっていませんけども、基本的にはこういう他にルールがあるから

決まっているという前提でいくのか、やっぱりひとつ何かを作るときに考えてい

くのかっていう部分の切り替えっていうのがきわめて当然なのかもわかりません

けどもそういう方向で行くべきでないかというような考えでいるわけです。です

から当たり前だよなってことのほうが多いというのも実はそういうような背景も

あって。 
 
委 員：こうやって見て国に対する規制緩和の材料は出てくると思ってるんですけども。 
 
委員長：今道なんかどうなんですか。今狭い道路で砂利道で道路舗装だけしたいと、そし

たら昔だと建設省はちょっと補助基準に合わないので道路拡張してくれと、歩道

もつけてくれそしたらこうして補助を出すとかやっていましたよね。今もまだそ

ういう流れですか。だから全然車が通らないのに広くなっちゃったりするんです

よ。道路が。 
 
事務局：補助対象事業でやっているものについては一定の改良工事をやって道路構造令の

基準に従って路盤をつくってその上に舗装するというのが補助対象になりますけ

ども。まったく何もない路盤を作らないで砂利道を改舗装するのは駄目ですね。 
 
事務局：ようは道路でも都市計画決定されているものとか、それから能動的に位置づけさ

れているものにしか各省庁補助を出しませんから。 
 
事務局：補助改革がバブルが崩壊した後の景気対策の時点と今を比べると全く違いますか

ら。きわめて厳しいというような評価を前提としてやりますから、ほとんど補助

事業はなくなっていく状況なんじゃないか。 
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委員長：税源配分の三位一体改革でも公共事業の補助金なくせばいいっていう意見ありま

すよね。それを税源移譲してくれって言ったときに公共事業の補助金っていうの

はそもそも建設国債だから税源移譲できない。やるからにはその分全部廃止だっ

ていう風になっちゃうんですよね。税源移譲にならないんですよね、財務省の言

い分ですけども。 
 
委員長：そうすると義務教とかにいくわけですよ。話が。 
 
事務局：そうやって建設省が言うのですけども市長会とか知事会はそうじゃないって言っ

ていますけどもね。道の特定財源も税源移譲の対象にすべきでないかという話も

出ているんですね。 
 
委員長：それは正論だと思いますよ。そうでもしないと生活保護国庫負担金なんかただ削

減だけされるという話になってきますよね。これ今年も出てくるのじゃないかな

あ。 
 
事務局：地方が今それを一番反対しているんです。 
 
委員長：義務教だって金額でかすぎるからね。だからおそらく具体的なもの出てきたら知

事会分裂するのではないかと思ってるんですよね。それくらい分かれますよね、

もう鳥取の知事なんかが中心に反対運動が起こっていますよね。義務教の税源移

譲するなって、国で責任持てって。 
 
委 員：北広島ではどういう。たとえば個人的な意見で義務教育と生活保護が一般財源化

されたときに 
 
事務局：義務教育は都道府県ですからね。 
 
事務局：生活保護は、僕の考えでもなくて市の考えも全部ひっくるめてそういう国民の基

本的人権を守る部分については国の施策なんで。市町村によってばらつきがある

とかないとかという問題じゃないから、これは国でやるべきだというのが地方の

一貫した意見です。 
 
委員長：むしろ１０割やってくれと直轄事業でやってくれと。 
 
事務局：地方が負担だしていますから、国は１００％していませんから。 
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委 員：アメリカは国がやっていますよね、一般補助金はないけども地方交付税はないけ

ども特定の社会保障はきちっと一定のラインは必ずやって一般財源化しないです。 
 
委員長：厚生労働省は去年出してきたのが１０分の 7.5を１０分の６にしてだすっていう実
に変な話なんですよ。 

 
事務局：余談ですけどもようするに保護率が地域によって極端に開きがあるみたいなんで

すよ。１７％とか８％とか３％とかそれくらい差があるという部分ではあるんで

すね。 
 
委員長：だって札幌と仙台じゃ全然違いますからね受給率。仙台はぐっと低いですけど札

幌はすごく高いですから。 
 
委 員：市長会も町村会も全く反対していません。 
 
委員長：民生費が札幌市随分あるねっていったらそのうちの４割以上生活保護なのです。

民生費の中の。高齢者福祉が多いとか児童福祉が多いって話じゃないんですね。

ちょっと余談になりましたがあとどうでしょうか。 
 
委 員：建設業のコストというとやっぱり地方債の起債の利子率っていうのがかなり大き

く響いてきますよね。これからゼロ金利が無くなってそして起債が徐々に利子率

が高くなってきたときにいいポートフォリオを組むっていうんですか。地方債の

利子率に対して地方公共団体が敏感になる、今まではある程度は財政投融資で護

送船団で日本人守ってやるぞって、そういう空気から今後徐々に地方債に対して

方法が無くなってきたときにたとえば、面倒見ないとなってきときに非常に利子

率に対して地方公共団体が考えていかなきゃならないっていう。 
 
事務局：今地方が抱えている部分というのはやっぱりバブルのときとバブル崩壊後の国の

施策に連合したことによって大幅に起債残高が増えて、ようするにそれが影響し

ているって部分あります。基本的に公共事業の世代間負担という概念からすると、

そのときにいる市民だけが負担をしてお金を出すっていう形に必ずしもならない

中では、例えば大きな事業やりますよってなったときに地方債を借りて、後年で

の世代も同じその負担をするということは必要なことだと思うんですよ。ただ、

借り入れ利率が８％だったっていう時代もありましたからそういう場合どういう

選択をするんだっていうのはあると思うんですけども。一般論で世代間の負担の

均衡というところを考えると一定の割合で地方債を導入するということは必要な
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ことなのではないかなと。ですからレベルの話なんですけどもやっぱりそういう

意図の中で財政運用をしなければならない。今は、平成１５年度の部分で１７億

起債を借りるうち、１４億は臨時財政対策債と減税補填債、建設事業の起債って

いうのは３億なんですね。問題はその臨時財政対策債と減税補填債は国の施策に

よってやっているのが問題であって、今はそれを除けばどこの地方も建設事業に

対する地方債の割合っていうのはよくなってきているんですね。やはり一定の割

合で地方債は変えたほうがいいだろうと。 
 
委 員：そのへんは結局減税補填債とかは１００％国の財政、地方交付税で補填していく

国が面倒見てくれると、逆に言うと心配いらない話ですよね。 
 
事務局：全くそうは思ってないです。というのは基準財政需要額には入りますけどね、私

どもの財政力が１００であれば１銭もお金もらえませんから。私どもの財政力は

６０ですから６割は自分のところの財源なんですね。４割は交付税で来るってい

うのが現状ですから。それと交付税のボリュームが毎年下がっていくと。どうし

ても事業費参入って言うのですが、入れる部分はどんどん増えていっているにも

関わらず、交付税の大きな器はどんどん減っているのは何かっていうと、他のも

のが削られていっているんですよ。ですから全部交付税で来るからといってそれ

にあぐらをかいて財政運用すると破綻してしまうっていうことから考えると、あ

まり交付税、交付税というのもいかがなものかなっていうのも現状なのですね。 
ですから財政力が９０を超えているところは、臨時財政対策債借りませんから、

そういう市がいっぱい出てきているんです。返す時に不交付団体になれば、結局

全部自分で払わなければならないという話になってしまいますから、９０を超え

て１００未満のところは今借りない団体が増えてきているんです。 
 
委員長：そうなんですよね、基準財政需要額に参入するだけですからね。交付税って生で

来るわけじゃないからそこが大きいんですよね。それを議員さんなんか誤解して

いる人が結構いるんだよね、北広の議員さんじゃなくて地方議員の中にね。 
 
委員長：設置要綱のところはどうですか。最後のところの。 
 
委 員：民主主義のコストっていうか会議がだんだん増えますよね。これはしょうがない

ことなのですけどね。 
 
委員長：よろしいですかね。あと行政サービス向上方策について、があるのですがやりま

すか。 
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事務局：説明する時間がないと思います。 
 
委員長：次回にしますか。じゃあ行政サービス方策から次回ということにさせて頂きたい

と思います。事務局のほうから何かございますか。 
 
事務局：６月７日前回やりました会議の会議録うちのほうでかなり精査したもの作りまし

たんで、今日そのコピーを持ち帰りいただいて、その校正を後日連絡いただきた

いと思います。あと今日辞令書お渡ししましたけども承諾書の形でいただくこと

になっていますので、これはあとで承諾書をいただけますか。次回は８月の後半、

会場の都合なんかでいきますと８月の２３日月曜日、３０日月曜日、３１日の火

曜日とこの三日の中で選んでいただけるとありがたいです。 
 
委員長：では３０日か３１日にしましょうか。 
 
事務局：できましたら２つ日にちを仮に押さえていただいて明日にも連絡をして最終日程

を確定したいと思います。 
 
委員長：ではこれで本日の会議は終了ということにさせていただきたいと思います。どう

もご苦労様でした。 


